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令和 4年度広島市総合教育会議 議事録 

 

1 日時 

  令和 4年 11月 16日(水) 午後 1時 30分～午後 3時 10分 

2 場所 

  市役所本庁舎 14階第 7会議室 

3 出席者 

 松井市長 

教育委員会：糸山教育長、井内委員、秋田委員、伊藤委員、栗栖委員 

4 事務局等出席者 

 企画総務局長、政策企画課長、教育次長、総務部長、学校教育部長、指導担当部長、

青少年育成部長、教育センター所長、総務課長、教育企画課長、指導第二課長、服務・

健康管理担当課長 

5 傍聴者等 

 ⑴ 傍 聴 者 0人 

 ⑵ 報道関係 0社 

6 議題（全て公開） 

学校における働き方改革の推進について 

7 議事の大要 

＜政策企画課長＞  

それでは定刻となりましたので、ただいまから、広島市総合教育会議を開催いたしま

す。 

本日は、本会議の構成員である市長、教育長及び教育委員の皆様に加え、市長事務部

局及び教育委員会事務局等の職員も出席しておりますが、時間の都合上、配席図をもち

まして、紹介に代えさせていただきます。御了承ください。 

なお、本日は、西委員から、御欠席との御連絡をいただいております。 

 次に、本日配布しております資料の確認をさせていただきます。 

お手元の次第の下の枠囲みに記載のとおり、出席者名簿、配席図、資料「学校におけ

る働き方改革の推進について」、参考資料 1「学校教育活動地域連携推進事業について」、

参考資料 2「広島市における休日の部活動の地域移行について」、参考資料 3「部活動の

地域移行に関する検討会議提言の概要」を資料として配布しております。資料に不足は

ございませんでしょうか。 

それでは、ここからの進行は、市長にお願いいたします。 

 

＜松井市長＞  

御出席をいただき、ありがとうございます。 

本日は、「学校における働き方改革の推進について」というテーマですが、昨今、社
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会が急激に変化する中、子どもたちが予測不可能な未来社会を自立的に生き、社会の形

成に参画するための資質・能力を育成するため、学校教育のさらなる改善・充実が求め

られています。その中で、学校における働き方も改革しなくてはならないと言われてお

り、それを前提に、本市としてどう受け止めていくかを議論することが本日の狙いです。 

国における方向性は、平成 31年 1月の中央教育審議会答申に出ており、「学校教育を

維持・向上させ、持続可能なものとする」という大きな方針を立て、そのためには学校

における働き方改革の推進が急務であり、その推進に当たっては、役割分担や協調体制

が必要であるとして、学校や教員が担う業務の適正化や、地域と学校の連携・協働や家

庭との連携強化などにより、授業を改善するための時間を確保し、学校内外を通じた子

どもの生活の充実や活性化など、子どもたちの利益になる取組をしていくことが重要だ

と、至極真っ当な答申を出しています。それを受け止めて、本市として具体的にどう取

り組んでいくかが課題だと思います。 

本市では、児童生徒に対する総合的な指導を継続的に行うことのできる学校教育体制

の構築を目指して、働き方改革推進プランを平成 30 年度に策定しており、今年度がプ

ランの計画期間の最終年度であることから、次期プランの策定に向け、今申し上げた要

素を盛り込んで、新しいプランを策定しなければならない状況です。皆様と方向性や課

題などについて議論ができればと考えていますので、よろしくお願いいたします。 

それでは、事務局から資料の説明をお願いします。 

 

＜教育企画課長＞ 

資料を御覧ください。 

「学校における働き方改革の推進について」です。 

まずは、「1 プランの目標及び達成状況」についてです。（1）に記載しているとおり、

学校における働き方改革については、平成 30年 12月に「広島市の学校における働き方

改革推進プラン」を策定し、「長時間勤務の解消」及び「休暇取得の促進」の観点から

設定した三つの達成目標を掲げて取組を進めています。目標の具体的な内容は、下表に

記載のとおりです。（2）では、プラン策定前の平成 29 年度から令和 3 年度までの各年

度の実績をお示ししています。下表に記載のとおり、直近の令和 3年度は、三つの目標

のうち、達成できたものは目標１のみでしたが、未達成の目標 2、3 についても、プラ

ン策定前の平成 29 年度と比較すると、いずれも数値は改善している状況にあります。

こうしたことから、（3）に記載しているとおり、一定の成果が現れているものの、さら

なる改善に向けて、取組を一層進めていく必要があると考えており、令和 4年度がプラ

ンの計画期間の最終年度であることから、達成できなかった目標の校種別・職位別の分

析や、教職員アンケートの実施などにより、これまでの取組の総括を行い、次期プラン

の策定に向けて、取組の検討を進めることにしています。 

次に、「2 達成できなかった目標の校種別・職位別の分析」についてです。まず（1）

ですが、目標 2について、校種では「中学校」、職位では「管理職等」、その中でも「教

頭」の割合が高くなっています。次に（2）ですが、目標 3 について、校種では「幼稚

園」、職位では「管理職等」が少なくなっています。 

資料を 1枚おめくりください。「3 教職員アンケート調査の結果」についてです。本
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市の幼稚園・学校 60 校を抽出し、本年 7、8 月に実施しました。その調査項目のうち、

主な項目の回答を集計し、「長時間勤務の解消」と「休暇取得の促進」の二つに区分し

て、各項目上位三つを表にしたものです。なお、各項目の結果については、全校種・全

職位の集計結果である「全体」のほか、先ほど資料 1 枚目の「2」で御説明した、特に

課題となっている校種、中学校や幼稚園、それから、職位、教頭や管理職等を抽出して

集計した結果を併せてお示ししています。詳細は下表に記載のとおりですが、「全体」

の結果については、いずれの区分においても、校種別で教職員数が最も多い「小学校」

と同じ傾向にあり、まずは、これらへの対応について検討を進める必要があると考えて

います。また、特に課題のある校種や職位については、中学校の「部活動」や、教頭の

「調査物・報告書等対応」などのように、「全体」とは異なる課題があることから、あ

わせて検討を進める必要があると考えています。 

資料を 1枚おめくりください。「4 課題と対応策」についてです。これまで御説明し

た目標の達成状況やアンケート調査の結果などを踏まえ、主な課題に対して考えられる

対応策を挙げています。 

まずは、上表の「長時間勤務の解消」に関する、課題と対応策についてです。全体の

主な課題である「授業準備」に対する対応策としては、「ICTの活用促進」や「スクール

サポートスタッフや ICT サポートスタッフの配置拡充」のほか、「学校行事や日課の見

直し」などが考えられます。また、「外部人材を活用した授業の実施」として、今年度

から開始した「学校教育活動地域連携推進事業」を活用し、総合的な学習の時間などに

地域人材等の協力を得て、体験活動やキャリア教育などを行っていくことも考えられま

す。「保護者対応」については、保護者のニーズが多様化し、求められる対応が複雑化

している中、福祉等の専門家である「スクールソーシャルワーカー」や法律の専門家で

ある「スクールロイヤー」の配置拡充を対応策として挙げています。 

続いて、中学校の主な課題である「部活動」の対応策としては、「部活動指導員の配

置拡充」のほか、「部活動休養日の拡大」や「活動時間の短縮」などが考えられます。

また、「休日の部活動の地域移行」についても対応策の一つと考えられますが、令和 7年

度の全校展開に向け、関係団体等と協議しながら検討していく必要があります。教頭の

主な課題は、管理職の一人として、マネジメント業務や施設管理を含め業務が多岐に渡

り、「業務量が多い」ことであると捉えることができますが、その対応策として、「調査・

報告書・会議等の削減・簡素化」や「出退勤や休暇管理、欠席連絡等に係る電子システ

ムの導入」、「施錠等の施設管理体制の見直し」などを挙げています。 

次に、下表の「休暇取得の促進」に関する課題と対応策についてですが、幼稚園や管

理職等を含め、全体として「代員等の調整」と「同僚への遠慮」が主な課題となってお

り、それぞれ対応策として、「学校閉庁日の拡大」と「校長会等を活用した啓発」を挙

げています。次期プランの策定に当たっては、これらの対応策を中心に、取組項目の検

討を進めていきたいと考えています。 

資料の説明については、以上です。 

 

＜指導第二課長＞ 

続きまして、学校教育活動地域連携推進事業について説明します。参考資料 1をご覧
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ください。 

まず「1 本事業の概要」は、図のように、学校と学校運営協議会等が協議しながらテ

ーマを選択し、地域人材等を活用した教育活動を行う事業です。 

令和 4年度の各学校におけるテーマの選択状況は、小学校では地域の自然・歴史が最

も多く、次いで伝統文化、キャリア教育となっております。中学校では、キャリア教育

が最も多く、次いで地域の自然・歴史、伝統文化となっております。 

次に、「2 本年度の取組事例」として、左側の早稲田中学校では学校運営協議会の委

員を通じ、防災士の資格をもつ地域の方々を紹介いただき、地域の災害についての授業

を実施しました。この事例は、これまでの活動を、地域の方の力を借りて地域特性を踏

まえた取組とすることで、より効果的に指導が行われたという好事例でした。 

右側の仁保中学校では、地域の華道の専門家を講師に招いて華道体験を実施しました。

このように、教員では指導することが難しい内容でも、地域の専門家等の力を借りるこ

とで、学校が希望する取組を実現させることができたという事例でした。 

「3 来年度以降に向けて」は、これらのような好事例を学校に紹介するとともに、地

域人材の活用や教育活動の更なる充実を図り「地域とともにある学校づくり」と「学校

を核とした地域の活性化」の併せた実現に資する事業としていきたいと考えています。 

続いて、参考資料 2「広島市における休日の部活動の地域移行について」を御覧くだ

さい。 

休日の部活動の地域移行に向けて、市内全中学校の管理職及び教職員を対象としたア

ンケート調査を実施しました。今回のアンケート集計を基に、休日の部活動の活動状況

について説明します。 

「1 休日の部活動の活動状況」（1）休日に活動している部活動をご覧ください。回答

があったものから見ると、休日に活動している部活動は、運動部については、競技に限

らず概ね多くなっており、文化部については特に吹奏楽が多くなっています。 

次に（2）顧問の状況です。「休日に活動している部活動」の円グラフから分かるよう

に、アンケートに回答した約 8割の教員が休日に部活動を行っていると言えます。また、

「兼職兼業希望」の円グラフから、アンケートに回答した約 3割の教員が休日の指導を

希望して、約 7割の教員が休日の指導を希望していないことが分かります。 

続いて「2 現在の部活動が抱える課題」をご覧ください。一般的に言われている課題

を整理したものを六つ挙げています。表の上から、長時間勤務・大会引率等により教員

の負担が大きい、競技経験の無い教員が指導せざるを得ない場合がある、教員では専門

的な技術指導が難しい場合がある、レクリエーション志向の生徒のニーズに応えられて

いない状況がある、生徒数が少なく部活動の数が制限される場合がある、競技人口や施

設面等の制約から、部活動として提供できない種目があるなどが挙げられます。 

地域性については、右の広島市の図のように中山間地・島しょ部であれば小規模校の

み、デルタ市街地やデルタ周辺部では小規模校に加え、中規模校や大規模校も見られる

のが現状です。 

次のページの「3 休日の部活動の受け皿となりうる団体」（1）地域別をご覧ください。

①運動部の資料から、デルタ市街地、デルタ周辺部ともに比較的多くの種類の受け皿が

あることが分かります。中山間地・島しょ部においては、受け皿に偏りが見られ、その
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多くは地域の公民館でのサークル活動や地域ボランティアとなっています。 

②文化部については、休日に多く活動している「吹奏楽」を取り上げています。デル

タ市街地やデルタ周辺部では、部活動指導員が多くの割合を占めています。中山間地・

島しょ部では、受け皿となりうる団体の回答がありませんでした。 

（2）競技別をご覧ください。バスケットボール部や吹奏楽部などは部活動指導員、

バレーボール部は地域のスポーツ少年団、バドミントン部は学区体育協会が受け皿とな

りうると回答した学校が多くありました。 

このような現状を踏まえ、次のページの「4 広島市における休日の部活動の地域移行

モデルイメージ（たたき台）」を作成しました。 

現在、休日に実施している部活動について、教員の働き方改革推進の観点から、全校

において地域等での受け皿を活用して実施することができるようにするために、四つの

「地域移行モデル」を実施し、課題等の検証を行おうと考えております。 

また、「地域移行モデル」とは別に、来年度以降、中山間地・島しょ部においては、

複数校合同で生徒のニーズを踏まえた新たな部活動を実施することも検討していきま

す。 

四つの「地域移行モデル」について説明します。 

一つ目は、「部活動指導員等活用モデル」です。教員は参画することなく部活動指導

員等のみで実施します。運動部の数種目と吹奏楽部を対象に実施することを予定してい

ます。また、部活動指導員の他に、大学生や競技団体からの指導者の派遣も予定してい

ます。 

二つ目は、「民間スポーツクラブ等活用モデル」です。民間のスイミングスクールに

おいて、実施することを予定しており、実施対象者の利用料金の支払いについて、処理

方針を確定する必要があると考えています。 

三つ目は、休日の部活動の代わりに、学区体育協会の活動に受け入れてもらう「学区

体育協会等活用モデル」です。数団体の学区体育協会において実施することを予定して

います。 

四つ目は、休日の部活動の代わりにスポーツ少年団で実施する「スポーツ少年団活用

モデル」です。数チームのスポーツ少年団で実施することを予定しており、実施対象者

の会費等の支払いについて、処理方針を確定する必要があると考えています。 

来年度からの「地域移行モデル」実施に向けて、今年度中には、具体的な実施方針や

処理方針を固める予定です。 

また、参考資料 3としてのスポーツ庁及び、文化庁の部活動の地域移行に関する検討

会議提言を添付しております。 

参考資料の説明については以上です。 

 

＜市長＞ 

ありがとうございました。 

資料 3ページを見ていただくと、課題と対応策について整理されていますので、その

方向性は見て取れると思いますが、この対応策に関して、どこに注力していくべきか、

あるいは、この他にどのような対応策が考えられるのかについて、皆様の御意見を聞け
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ればと考えています。また、この対応策の中で、地域と学校の連携という点に着目して、

「学校教育活動地域連携推進事業」や「広島市における休日の部活動の地域移行」につ

いて、本市が考える今後の具体的な取組の方向性に対する御意見をお伺いし、議論を深

めたいと考えています。 

それでは、まずは、資料 3ページにお示しした課題や対応策について、御発言をお願

いします。  

栗栖委員、お願いいたします。 

 

＜栗栖委員＞ 

栗栖でございます。よろしくお願いいたします。 

学校における働き方改革の推進は、教育委員会の重点取組項目の一つでございます。 

その目的は、資料にも書いてありますように、教職員の心身の健康を保持し、児童生徒

に向き合う時間を十分に確保することです。この推進が、先ほど市長からもありました

が、児童生徒の学力の向上やいじめ・不登校対策など、また、学生などの教員志望者の

増加にもつながると考えております。 

本市も平成 30 年にプランを策定いたしまして、本日まで継続的に取り組んで参りま

した。資料の 1ページにありますように、一定の成果は現れております。また 7月から

8月にかけて実施したアンケートにより今後の課題も整理されております。ここまでの

取組はそういう状況でございます。 

本日は次期プランの策定に向けてということで、これまでの取組状況やアンケート結

果を踏まえ、私なりに整理をしてみましたが、特効薬はありません。やはり、一つ一つ

のことを計画的に積み上げることが大事だと思います。 

私は、以前銀行で人事担当として、当時は働き方改革ではなく時短推進と言っていま

したが、その時短推進に取り組んできた経験もございますので、そういったものを踏ま

えて、もう一度原点に立ち返ってみました。 

働き方改革の推進の原点といいますと、いわば車の両輪にあたるのですが、やはり諸

施策の実施と意識改革の二つでございます。 

諸施策の実施と言いましても教育委員会単独でできることと関係機関との連携が必

要なものもあります。単独でできる施策の推進は、本部である教育委員会と現場である

学校では取組の内容が少し異なります。次期プランは、まず教育委員会の取組として、

全体を統括することで、働き方改革の実効性を高める施策を織り込む必要があると考え

ております。その中には予算措置が必要なものがございます。この点は市長部局には御

配慮いただきたいと思います。 

3ページの対応策の、例えば授業準備のところのスクールサポートスタッフや ICTサ

ポートスタッフの配置とありますが、そういったものはどうしても予算措置が必要にな

ってきます。また、2ページ、3ページに、これはアンケートでも要望が多いのですが、

調査報告等の縮減がございます。本件については、これまでも相当意識をして縮減に取

り組んでいるのですが、それでもなお、今回のアンケートで引き続き要望が多いという

ことは、何が実際に負担になっているかということを具体的な個別の内容まで深掘りを

して対応していく必要があると考えます。実際これは、教育委員会も意識して取り組ん
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でいるのですが、こういう意見があることは貴重なアンケート結果だと思います。 

また、スクールソーシャルワーカーという項目がありますが、やはりスクールソーシ

ャルワーカーの処遇の問題や人材育成の問題がありますので、長期的な検討が必要な項

目でございます。できることから対応していくということで計画に織り込む必要がある

と思います。 

また、各項目についてはそれぞれ教育委員会として具体的な対応策を織り込む必要が

ありますが、私はもう一つ、教育委員会の役割として、働き方改革の推進に効果がある

と判断した項目に関して、例えばガイドラインや教育委員会としての方針を示すという

ことも必要ではないかと考えます。 

ガイドラインを示すことで言えば、これはアンケートで整理された 3ページの対応策

の中で、実施権限が現場の校長にあるものが多くあります。しかし、なかなか現場の校

長だけの判断で、実施しにくいこともあるのではないでしょうか。そこで、先ほども申

し上げましたが、教育委員会が効果があると判断した項目に関して、具体的にガイドラ

インや目安を示せば、校長も自校の実態を踏まえ、必要と判断されれば、実施しやすく

なるのではないかと思います。3ページにある休暇取得の推進のところで、学校の閉庁

日の拡大についてで言えば、例えば夏季休業期間中に 3日間とありますが、冬季休業期

間中にも 1日設定してくださいとか、夏季休業期間中には自校の状況に応じて 2日拡大

してくださいなど、そういうことを示すことで校長が実施しやすくなるのではないかと

思います。ただ、ガイドラインには強制力はありませんので、校長は自校の状況に応じ

て御判断いただく仕掛けにすればいいのではないかと思います。 

方針についてはどういうことかと言いますと、学校行事に関して、恐らくコロナ禍の

関係で、相当内容が縮減されていると思います。3ページにも、学校行事の見直しとい

う項目がありますが、それは次期プランの中で、コロナ禍で縮小した学校行事について

単純に元に戻すのではなく、働き方改革の推進の観点を含めて見直してはどうかと教育

委員会の方針として次期プランに明記すれば、各学校が共通の認識でそれぞれの実情に

応じた学校行事の見直しを検討できるのではないかと考えます。 

次に学校での対応についてですが、学校はそれぞれに事情が異なると思います。 

アンケートによりますと、2ページ、3ページにありますように、学校行事の見直し、

日課の見直し、業務の効率化に向けた学校における職場環境の整備、また、お手元の資

料にはないのですが、詳しいアンケート調査結果によると登下校の業務が対応策として

整理されています。これらは学校サイドで対応可能な項目が多いのですが、学校によっ

て事情が違いますので、学校内に働き方改革検討部会のようなものがあると思いますの

で、学校の実情に応じて対策を御検討いただき、それを学校の経営計画に織り込んでい

ただいて、学校運営協議会、地域ときちんと情報を共有して、PDCAを回す仕組みを、改

めて次期プランの中に組み込み、明確にしていただきたいと思います。現在も、働き方

改革の推進については、学校の経営計画に織り込まれていますが、引き続きさらに工夫

を凝らし、実効性がある対応をしていただければと思います。 

諸施策について意見を言いましたが、実は、私が次期プランの中で一番重点的に対応

したいことを今から述べようと思います。それは教員の意識改革とその具体的な方法に

ついてです。なぜ改めて意識改革かと申し上げますと、先日、このアンケート調査が実
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施され、お手元には資料がないのですが、その中で気になることがございまして、口頭

で申し上げますと、勤務時間外の在校等時間の縮減に向けた実践状況という項目があっ

て、全市立の園・学校の園長、校長、教頭以外の教員の中で、どちらかと言えば実践し

ていない、実践していないという回答が 41.1％、また、同じアンケートで、年次有給休

暇取得の増加に向けた実践状況というアンケート項目の中で同じように、実践していな

い、どちらかと言えば実践していない、との回答が 68.4％でした。 

私は、働き方改革を進めるのに全教員が働き方改革の推進について、一人一人が問題

意識を持ち、本気で取り組んでいただくということが必要ではないかと思います。その

具体的な方法として、先ほど申し上げました学校の経営計画においての組織的な目標が

あると思いますので、それを踏まえて、やはり一人一人の教員に働き方改革に関する目

標を設定していただいて、一人一人の教員が目標を達成することによって、学校全体の

働き方改革に関する経営計画が達成できるような仕組みを次期プランに織り込みたい

と思います。現在も個人目標が設定されていると聞いていますが、先ほどのアンケート

結果を見ますと、働き方改革の推進にあまり関心のない教員が多いと思わざるを得ませ

ん。前述した教員の事情もあると思いますし、諸施策の推進だけで全教員の働き方改革

の推進に直ちに直結するとは思いませんが、教員の意識改革は、一番のポイントになる

と思います。やはり一人一人、教員の事情も異なると思いますが、全教員が働き方改革

に関心を持って、個人の目標達成に向けて努力していただいて、それでも達成できない

ことがあると思いますが、その場合は原因を明確にしていろいろな施策とか、皆でフォ

ローして、要するに最終的には個人の目標達成と全体の施策を、リンクさせながら PDCA

を回していくような仕組みを次期プランに組み込み、教員の意識改革につなげればいい

のではないかと思います。 

ちょっと長くなりましたが、以上のように整理して次期プランを策定していけば一歩

ずつとは思いますが、働き方改革が進んでいくのではないかと思います。 

以上でございます。 

 

＜松井市長＞ 

 はい、ありがとうございます。 

次に、伊藤委員お願いいたします。 

 

＜伊藤委員＞ 

よろしくお願いいたします。 

 働き方改革の推進に向けて、二点申し上げたいと思います。 

一点目は ICTサポートスタッフについてです。3ページの対応策のところに書いてあ

るとおり、スクールサポートスタッフは 246名に対して、ICTサポートスタッフは 34名

配置されていますが、さらに充実拡大して配置する必要があると考えています。 

私は小・中・高等学校の先生と関わる機会が多いですけれども、ICT活用に関しては

学校間格差がかなり大きいように感じています。ICTに精通した先生がいる学校は、そ

の先生に支援していただきながら、ICTを活用した授業を実践される先生が多いのです

が、その場合、ICTに精通した教員は皆に支援を求められるため、そちらに対応してい
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ると自分の仕事が後回しになって、働き方改革と逆行する状況になっています。そして、

ICTに精通した教員がいない学校では、先生方が ICTについて直接尋ねることが難しい

ため、ICTを活用した授業の実施はかなりハードルが高いです。    

今は子どもたちが一人一台タブレットを持って学ぶことができますので、先生方も、

少しでも ICT を授業に取り入れようと試行錯誤しながら取り組んでおられるんですけ

れども、全然分からないところから始めますので、その習得には多くの時間を要してい

ます。このような現状ですので、働き方改革を推進する上で、学校の ICTサポートスタ

ッフ配置拡充が必要であると思います。各校 1名の ICTサポートスタッフの配置が理想

的ですけれども、難しいようであれば中学校区に 1名を配置して、その ICTサポートス

タッフが、中学校区の各学校を順次回って、例えば授業に使用できるアプリケーション

ソフトや、その使用の仕方を直接教えてもらうことができれば、広島市の ICTの活用が

急速に進むことが期待できます。先生が大変助かると思います。 

二点目ですけれども、大学と広島市が連携して、教員志望の大学生が小・中・高等学

校においてインターンシップを行う機会を促進すると良いと思います。私の勤務校でも

多くの教員養成の学生が近隣の学校に放課後学習支援などのボランティアに行かせて

いただいておりますし、小中学校の野外活動を支援するクラブ活動もあります。 

教員志望の大学生は、子どもと関わりたいという気持ちを強く持っております。学生

は子どもと楽しく関わることによって、教員になりたいという気持ちが強くなるように

思いますし、学生が学校行事や授業などへ参加したり、教師が行う業務のアシスタント

をしたりすることによって、教師の負担軽減に貢献できるのではないかと思います。 

働き方改革の成果は、ひいては子どもに還元されます。教員にゆとりが出てくれば優

しい眼差しで子どもと接することができますし、教員同士の関係性も良くなるように思

います。このような職場に早くなることを願っています。 

以上でございます。 

 

＜松井市長＞ 

 ありがとうございます。 

 それでは、秋田委員、お願いいたします。 

 

＜秋田委員＞ 

課題と対応策についての内、全体の授業準備の中にある学校行事の見直しは、教員の

アンケートでも見直しを求める声が多く挙がっていました。これは学校自身が、風通し

のよい環境で意見を出して、縮小や準備期間の短縮などを進めていくべきだと思います

が、なかなかトップなり管理職などに若い教員などは意見が言い難いということもあり

ます。こうしたことは、企業などでもよくあることだと思うので、新しい意見をどんど

ん取り入れて、良いものにしていく環境づくりを管理職には心がけていただきたいと思

います。この点は予算も必要がありませんので、是非とも進めていっていただきたいけ

れども、良い見本などが情報提供としてできたほうが各学校も取り組みやすいので、そ

ういった意味では教育委員会の役割もあるのかなと思います。 

それから、「教頭先生の業務量が多い」の中の、「調査報告書・会議などの削減、簡素
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化」、この点は、教員アンケートでは管理職だけではなくて、その他の教員もこの点を

負担と感じているという結果になっています。これは、教育委員会が調査報告などを求

めていることも多いかと思いますので、教育委員会でリードをしていかないといけない

かなと思います。 

働き方改革について、推進するモデル的な学校があったと思いますので、そういった

学校の管理職や教員で、例えば作成を命じられた報告書などを一部複写して一つのファ

イルに納めて年間で、教育委員会の中のそれぞれの課から、これだけの分量の調査報告

を求められていることを見える化すれば、その他教員用と、管理職用と、あると思うの

ですけど、それを見れば、「この分とこの分は重なっているよね」とか、「よその課で、

報告を求めていることを知らなかったので、来年からその項目は外そう」とか、そうい

う点が見える化できると思います。この点も予算はいりませんので、是非、すぐにでも

始めていただきたいなと思います。 

それから、栗栖委員からも出ましたけれど、スクールソーシャルワーカー等の拡充の

点、ここは予算が必要なことなので、処遇の改善、大学で社会福祉等を学んで、社会福

祉士の資格を卒業までに取るような学生さんが、就職先として、市の教育委員会を受験

していただけるような、そうした待遇にしていただきたいと思います。現在も、少しず

つ人数を増やして、スクールソーシャルワーカーが 18 名になっていますが、やはり、

一つの学校に 1人ということまでは言えないにしても、できるだけ沢山来てもらえるよ

うに、一つの学校だけでも 6学年あって、それぞれクラスが幾つもありますので、本当

は一つの学校に 1 人スクールソーシャルワーカーがいらっしゃっても良いと思ってい

るのですが、もっと配置の拡充と、専門性のある良い人材を集めるための、待遇改善が

求められていると思います。 

ふれあい教室や、広島みらい創生高校であるとか、なかなか普通の教室に来にくい子

どもたちのための体制を整えることは、随分してこられていると思うんですけれど、そ

の状態、不登校にならない段階で、先生が生徒に目を向ける時間を増やして、不登校を

できるだけ防ぐというためには、やはりそうした、福祉であるとかの専門家が学校の中

に入って、担任の先生をフォローする体制を作っていただきたいなと思っています。 

以上です。 

 

＜松井市長＞ 

ありがとうございました。 

次に、井内委員、お願いいたします。 

 

＜井内委員＞ 

実はこのテーマが、総合教育会議のテーマになると聞いたときに、大変戸惑いました。

なぜかと考えた時に、これまでは未来を見据えた話をしてきたのですが、この働き方改

革という話題は、本当に未来を生むのだろうかというような、自分自身の思いがあった

からです。 

私は医師ですので、実は以前、医師の労働者性についての議論というのがあったので

すね。というのは、医師というのは御承知のように、時間で決められた仕事ではないの
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で、100 時間、150 時間の長時間勤務は当たり前で、それをやること自体に苦を感じな

い人たちの集団なのですね。それで、そういう上に研究者となると、あなたたちは好き

なことをやっているんだからと、いつも言われてしまうんですが、時間のことなど全く

考えたことがないので、私の家庭など、妻がよく、家なき子ですねうちは、とか言って

いました。しかしそれは、自分がしたいことを追求するためには、時間の概念を外して

いたということで、今反省することは沢山あるのですが、そういうものだと自分で思っ

ていましたし、今もいるんです。 

それで、教員の労働者性って言うのですか、週何十時間労働で、長時間勤務はここま

でしかやっちゃいけないと、それで心身の健康を保つことで、児童生徒に対して、良い

指導ができるという論理でこうなってるのですが、例えば、今守られていない超過勤務

を減らしましょう、と言ったときに、じゃあ先生たちが家に帰って、何をどうすれば、

明日の活力になり、明日の教育にプラスになるようなことをできるのだろうかというこ

とを考えてもいいのではないかと思ったのです。だから学校に居なさいということでは

なくて、最終的な目的は、子どもたちへの教育を良くすることではないですか。それで、

結局いろいろな生活や、学習態度に問題がある子がいたら、その子には何時間も何十時

間も使っているはずですが、それは、学校に居なかったという形でここにカウントされ

ません。でも、先生はそれを厭うのでしょうか。私は厭わないと思います。教員の方は、

自分の職責として果たさなければならないことだと思って一生懸命やっておられると

思うんです。それを、時間で切ってしまって、あるいは休暇の日数で切ってしまって、

あなたは守りなさい、守らなければならない、というような縛りをつけることが、本当

にいいのかな、どうなのかなとちょっと思ったのです。 

それで、実は、アンケート資料を見てみたのです。時間がかかりますから、全てを指

摘できませんが、例えば、負担感とか多忙観を持っておられる先生は何パーセントかと

いう、調査があるんですが、これは、全ての教員を合わせたところで、管理職を除けば

77％の人が負担感もしくは多忙感を持っているということでした。ところが、「子ども

と向き合う時間は十分確保できていますか」という質問に対しては 51％の人ができて

いると言っています。つまり何が言いたいかというと、負担であると感じることは沢山

あるけれど、子どもと向き合う時間は確保されているということです。そういうところ

にもう少し目を向けて、単に働き方改革だからと時間で切ってしまって、ここで仕事は

終わりだということで、割り切れる仕事ではないと思うのです。 

聖職論を持ち出すつもりは全くないのですけれど、心身の健康状態が保たれている限

り、やることは山ほどあって、という気持ちで頑張っておられるんじゃないかなと思う

のです。それを踏まえた上で、教育委員会なり、学校なりが考えていくべきことは何か

っていうのを考えてみたのですが、いろいろなアンケートを読ませていただくと、やっ

ぱり小学校の中では特に授業の準備が大変だというのが多くあるんです。だから、その

サポートスタッフを置いてくれっていうことが 1番に上がってるんです。伊藤委員も申

し上げましたけど、不得意なところがどんどん最近増えている。例えば ICTを使ってこ

ういう授業やりなさいとか、英語で授業をやりなさいとかプログラミングをやりなさい

と言われても、いきなりはできませんから、そのための準備は自分のやってきた授業準

備とはまったく違うレベルで、大変な時間を使っておられるんじゃないかと思うのです。   
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ですから、私はかねてから言ってるのですが、小学校の高学年の教科担任制をもっと

進められたらどうですか、あるいはそれが難しいならばグループでですね、何人かの先

生たちが組んで、自分の得意を生かすことができたら、私も教員でしたから分かるので

すが、自分が得意なことだったらそんなに準備時間をかけなくてもできるのです。不得

意なことだと、一から勉強し直さなくてはいけなくて、ものすごい時間かかるのです。

そういうことを考えて、制度を整えてあげれば、多少なりとも楽になるんじゃないかな

と思います。もちろん ICTをもっとうまく使えば授業も楽になるでしょうし、それから

外部人材を入れてやられると、もっと負担が軽減されると思います。 

私が思うのは、やりがいを持ってらっしゃる先生が沢山いらっしゃるということです。

そのやりがいを、どうやって生かしてあげられるか。自分たちが本当にやらなきゃいけ

ないことに専心できるために必要な案をいろいろといただいています。書類は少なくし

てくれとか、管理業務はやめてくれとか、あると思うのですが、結局それは自分の本当

にやりがいのある仕事に打ち込む時間をつくりたいと切に思っておられると思うので

すね。ですから、そういう意味で研修もそうなのですけど、研修センターで我々が見て

いると、研修っていうものは良いことだから、どんどんやれと思ってますけれども、実

は参加者の方にはやらされ感があって、どうしても義務だからやってるみたいなことで

はだめだと思うのですね、本当にやりたいことを、自分がやりがいだと思うことがそこ

で勉強できるような仕組みを考えてあげてもいいと思います。 

最終的には、この資料の 1ページにあったように、目標は三つのうち一つしか達成で

きなくて、二つは達成できなかった。そういう状況で考えれば、すぐにでも何か目標を

達成できそうなところを達成できないのはなぜかっていうことを、もう少し深掘りして

考えて、教員の方の立場、特性、仕事に対する感性をもうちょっと尊重してあげた働き

方改革が先生方にとって必要なんじゃないかなと思います。もし次のプランをつくると

したら、そういうことも加味したプランが必要ではないかなと考えました。 

以上です。 

 

＜松井市長＞ 

 ありがとうございます。 

 それでは、教育長、お願いいたします。 

 

＜糸山教育長＞ 

まず一点、井内委員が仰ったことで、確かに教員の中には時間を厭わない人もいるの

ですが、例えば部活動で、これは後半の議論になるのでしょうが、非常に生きがいで熱

心に時間を忘れてやる教員もいれば、やはりそれが非常に負担であるという教員もいま

すし、とりわけ今、教員採用試験の応募が少なくなっているのは、やはり勤務時間の長

さが、ブラックな職場だと若い人たちが考える状況になっているので、一定の枠組みを

設けて抑えていかなければならないと思っています。 

次期プラン策定に向けて、3ページの項目がどうかということですが、私は項目的に

は大枠はこういうことになると思います。ただ、栗栖委員が仰った、教員の意識を変え

ていくことを入れないといけないと思いました。また、大枠が良いとしても個別に入っ



 

13 

たときに、各項目が書いてあるだけで効果が上がっているのかという目で見たときに、

これも栗栖委員が仰ったんですが、「こんなことをやってますよ」、「こういう例もあり

ますよ」と、示すだけではなく、校内でいろいろな意見がある中で、校長先生が一歩踏

み出せるよう、何か背中を押してあげる示し方を次のプランでは考えないといけないと

思いました。また、秋田委員が仰っていたような、学校の風通しの問題も大事だと思い

ました。今回のアンケートを見ても、学校で話し合ってもらえば解決できる問題が挙が

っていますが、これも恐らく「こんな意見がありますよ」とだけ示しただけでは、各学

校が従来どおりとりあえずやっておこうと流されると思いますし、今回コロナ禍でいろ

いろな見直しを行って、これは是非続けたほうがいいという声が多いということであれ

ば、こういう方向でいきましょうというような、先の見通しを示せるような形での提示

が必要と思います。 

調査報告物は、今まで、もう削れることはないというぐらいまで行ってきたはずなの

ですが、こういう結果が出ているというのは、具体的にこういう声が出る原因が何かを、

きちんとつかんだ上で、削る視点だけでなく、どういうふうにすれば、改善につながる

のかと掘り下げた見直しを進めたいと思っています。 

最後に授業準備というのが、勤務時間外の在校等時間の要因でありましたが、これは

教員の本来業務ですので、しっかり行ってもらわないといけないので、そういう意味で

サポートする人をつけるということがありますが、そういう中で、ICTについて、伊藤

委員が仰った体制強化はやらないといけないと思うのですが、やはり教員の意識の中に

自分の授業の準備や教材は自分でつくらなければならないという意識があると思って

いまして、一番良い教材をみんなで共有することで教育の質も上がるし、先生の負担も

減ることもあり得るので、そういったものの共有化を、きちんと行う、あるいは授業の

中に学習ソフトを取り込んでいくことを積極的に行っていく形で、質を落とさずに負担

軽減を図る方向へ進めていければいいと思っています。 

以上です。 

 

＜松井市長＞ 

ありがとうございました。 

 いただいた意見は、どれも貴重な意見だと思います。 

教員を取り巻く問題の根源、教員の働き方の本質はどこにあるかというと、仕事の質

として、大きく分けると、裁量的要素が多い、つまり仕事に携わる方が自分で判断する

ことが多い仕事と、定型的な業務、一定のものに反応しながら、こなしていく業務、量

的なものの二つがあると思います。そうした中で、裁量的な業務を仕事としている、そ

れに関してさらに国家として専門性を与える資格制度を設けている職業については、労

働時間という概念はほとんど無用なのです。働きに応じて自分が満足できる収入が得ら

れるかや、他者からの評価が得られるかなどで、十分成り立つ仕事なのです。 

定型的な業務というのは、自分の好き嫌いを超えて、ある程度、生きていく上でやら

なくてはならない仕事が多く、それは賃金で評価されていますが、その評価軸として、

「どれくらい労力を注ぎ込んだか」がある。つまり労働時間と賃金が密接に関係してい

て、定型的な要素の多い業務については、労働時間を調整をすることが働き方改革につ
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ながります。「効率的に」という言葉は巧妙なのですけれど、たくさん働かせると、そ

の分処遇として賃金を多く出さなければならないとなると、コストがかかりますから、

生産性の名の下に、労働時間と成果というものを覚えこませて、全体としてやっていく

という構図です。 

裁量的な仕事は、仕事の満足度が高ければ、その人の判断で労働時間を設定できます。

そのような仕事を保障する手段として資格制度があり、資格があると、普通の賃金より

高く設定される仕掛けです。そして、それをうまく利用して、さらに評価を高めて、自

分自身の処遇が高まるという構図です。医者や弁護士がその典型であり、本人にとって

労働時間は関係ないといっても差し支えないです。それを、専門性についてどこまで浸

透させるかといったときに、職に貴賎はないわけですから、一律に区別するっていうの

はおかしい、その中で、教員の問題は、弁護士や医者と違って、人数も多く、資格制度

の中で、中途半端になっていることがあります。 

戦後、公務員についてはいろいろと議論があり、裁量的な仕事をしている職員もいる

が、労働者という扱いにしました。教員方も特別職のようにしようとしたが、中途半端

になり、普通の公務員より高い給料を与える代わりに残業しているかどうかは把握しな

くていい、ということで、その当時は処遇が良く、あまり問題になりませんでした。皆、

その中である意味聖職で、問題提起をしている方もいるけど頑張る、その中で管理職に

なる、教頭になる、校長になる、といった中で、子どもたちをきちんと育てる裁量行為

を現場で行うと。しかし、現場での判断だと裁量性が多いですから、教育委員会という

システムを組んでも校長先生という第一線の方々が、その適用方法を判断しながら行う

というロジックです。しかし、そのツールとして、国がこういった道具を使いながら上

手くやってくださいと、注文するが、手足を指導しないシステムで動いていた、そんな

中でだんだんと教員の処遇の価値がなくなった、いろいろな形でたくさんのお願いをす

るのに比して、教員一人当たりの業務量が増えてくる。さらに、学校内だけでなく、地

域にも課題があるから、真面目な教員であるほど、何でこれがやりたいのに、定型的な

業務をやらせるのだと。そうした中で時間外勤務を減らすために学校にいてはいけない

となると、どっちつかずで、怒りみたいなものが出てきていると思います。 

調査物も、個々の小さな業務ですが、積み上げると大きくなる。単純作業でも、それ

を一生懸命やらないといけないから仕事にならないというので、たまったものじゃない

という声が出ている。調査物を行う理屈を聞くと、「小さなものでも集めると市全体の

ことがわかる統計的なものなので、なかなか省くこともできないし、省かないとすると

調査票を簡単にするとか、とにかく残したい」という、全体管理をする側の都合です。 

現場で本当にやりたい裁量的な仕事があるのに、なぜ定型的な仕事をしなければなら

ないのか、その中で学校に残るなと言われて滅茶苦茶だ、何をやっているのだとなって

います。そこで、教員が裁量的な仕事を行うための環境づくりのために、業務分割がで

きるところは、地域の人や専門職を置き、役割分担を行うというように、教員の質を高

めること、教員が裁量的な仕事をできるように、一生懸命努力しようとしています。働

き方改革もそういうふうに捉えてほしいと思います。本質的な仕事ができるようにする

ための環境づくりをいろいろなところで行っていますが、現場と理想のギャップが相当

あって、現場は納得がいってない、アンケートに不満が出てる、こういうことだと思っ
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ています。 

今日出た意見のなかでも、確実にできるところから行うことをやり続けなければなら

ない、大きなシステムが、ただちに進むことはないので、教員が子どもたちに対して必

要と思われる自分の専門分野の教育をきちんとできるようにして、それを若い教員が見

て、できることがあるのだと思って学校に入ってくる、そういったことを進める中での

不満があるとしても、それを乗り越える教育方針を本市は持っている、やろうとしてい

ることが教員に伝わるような環境設定をすることが重要だと思います。 

その意味で、今後ビジョンや方向性、ガイドラインを作成するときに、こういったこ

とを頭にいれてやっていけたらと思う。「言うは易し行うは難し」であるが、決して無

茶苦茶なことをやっているわけではないことをご理解いただきたいと思います。 

 

それから、もう一点、今度行おうとする部活動の地域移行モデル、具体的に確定して

いかなければならないので、これに関して御意見いただければと思います。地域移行モ

デルについても、報道等でも取り上げられて、いろいろな問題指摘もあったりするので

すが、本市としては地域移行モデルというものをやろうとするのとあわせて、新しいス

ポーツ王国を我が市は目指しています。新しいスポーツ王国を目指すのであれば、プロ

もいるしアマチュアもいます。楽しみでやる人と、専門的にやる人、いろいろな層の人

がいて、その裾野を広げるということを市全体でやっていく中で、子どもたちの学校教

育の過程で、スポーツとの接点を持つ。特定の人に寄せるのではなく、いろいろなスポ

ーツができるような場所の提供や、参加者を募って、いろいろなやり方ができるように

する、多様な方法があればいいと考えていまして、これをこの際、トライする。そして、

生徒数とか学校と地域における様々な社会的施設・人材の配置状況からして地域差が出

やすいのは、デルタ地、周辺地、中山間地です。今回行おうとする地域移行は休日だけ

ですが、将来的に年間を通して行うようになったときには、地域差も考慮しながら、い

ろいろな形でスポーツや文化芸術活動に接点を持てるようにしていきたいと思ってい

ます。そうした思いを持ちながらも、まずは、文科省の方針を踏まえて確実に行うこと

だと理解しているのですが、これについて何かありますか。 

井内委員、お願いいたします。 

 

＜井内委員＞ 

今日の一つ目のテーマで考えてみたのですが、今市長がおっしゃったスポーツの振興

が非常に重要なことで、中学校の先生たちは 70％以上が先ほどアンケート結果であり

ましたが、とにかく部活動は嫌だと言っておられる。これはなぜかと思うと、アンケー

トの中でいろいろ見たのですけど、一つ気がついたのは、多忙感は結局私生活が犠牲に

なることになることを挙げておられた。それと負担感というのは、遠征なんかの費用の

面で負担が大きいから嫌だというのがあったと思うのです。 

私の感覚ではスポーツをやっておられる、あるいはやってこられた方が先生になられ

て部活動を指導されている方は、楽しいと思っていると、やりがいもあると思っておら

れると思うのですよね。それが結局私生活の問題や費用の面で、問題があるとしたら、

それを何とか代替してあげられないのかと、中学校では、次の日は休みにしてあげると
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か、遠征費用はちゃんとカバーしてあげるとか。そういう制度を入れれば、負担感、多

忙感というのは少し減ってくるのではないかなという気がしました。 

何が言いたいかというと、スポーツに関しては、学校の先生にやりたくないなどと言

ってほしくない、というか、もう少しやってほしいと私はそう思っています。なぜかと

いうと、子どもたちの１番身近にいるのは先生なのだから、確かに地域の方のお力を借

りるのはいいと思います。専門性も高くなるし良いと思うのですが、子どもたちのこと

をよく分かっている。素晴らしい能力を持った子もいれば、そこそこの子もいるわけで、

そこそこの子どもたちにとってスポーツは何かとか、その子にとって必要なものは何か

とか、そういうことを指導してあげられるのはやっぱり学校の先生ではないかと私は思

うんですね。ですから、関与してほしいと、全部先生から部活動を取り上げて、そうい

うことはないと思いますけど、やらせないみたいなことにはしたくない。 

それで、アンケートの中に、仕事と生活の調和は取れていますかという質問があるん

ですね、そうすると 58％の先生は取れていると答えているのです。77％はやりたくな

いと言っているのに 58％の人はちゃんと生活とのバランスが取れていると、中学校で

も 52％の人は取れているとおっしゃってるわけです。ですから、先ほど言いましたよ

うなやり方次第だなと思っているのでそこは是非取り入れたいなと思います。 

それから 2 点目はこの学校教育活動地域連携推進事業、これは市長がおっしゃって

る、いわゆる地域を巻き込んで地域の活性化にもつながるようにということだと思うの

ですが、私もこれは基本的には賛成です。以前から思っていたのは、我々日本は否が応

でも高齢化社会になる。そうすると、年長者と子どもたちが完全に分離した存在では日

本は成り立たないと思うのです。だから、年長者と子どもたちが触れ合う場所として是

非、この学校を挟んだ地域づくりも一緒にやってほしいです。ヨーロッパの先進的な分

野、そういうことをやるためのコミュニティづくりを始めてますので、日本も是非、そ

うなればいいと思っています。 

だから地域とともにある学校づくりは、一つ大事なことは、広島に人材を留めたいと

思いますよね。広島で勉強したけれど、受験すると東京の大学へ行っちゃってそのまま

で帰ってこないのは、非常に広島市にとっては問題だと思うのです。広島をこれから地

域として、伸ばしていこうとするならば、人材をとにかく広島に留めないといけない。 

そのためには、地域と共にある学校というのを作れば、その子どもたちの目が広島に

向くと思うのです、自分も地域に将来貢献したいと思わせる学校の行事あるいはあり方

であってほしいと私は思います。とにかく学校を核としての地域の活性化というのは人

ですから、まず人、その地域に関心を持ってくれる人をどういうふうに小さい時から育

てていくかだと思います。 

こういう地域移行の問題ではやっぱりヒト・モノ・カネで、人はそういうふうにして

学校の先生も含めて、もっと幅広く人を集めることは大賛成です。二番目はやっぱり支

援する、それを支援する費用も必ずそこに付けてあげないと、なかなか掛け声はいいの

だけど、自分たちの自前でやれというのは限界がある。それと三つ目は施設です。今、

学校はかなり使えるようになりましたけど、もっと学校や公共施設はもっとこういう地

域の人たちがスポーツ活動にしろ運動活動にしろ使えるように、整えるとともに自由な

使い方ができるようにしていくべきだなと思ってます。 
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はい、以上でございます。 

 

＜松井市長＞ 

ありがとうございます。他には何かありますか。 

 はい、秋田委員、お願いいたします。 

 

＜秋田委員＞ 

私も井内委員のおっしゃったように、先生にもっと部活動を本当はやっていただきた

いなと。 

部活動というのは、教室ではわからない子どもの頑張りを見ることができたりとか、

人間関係を築く勉強、社会性を育てる場だと思うので、非常にすばらしい活動だなと思

っているのですが、ただ、学校の先生になりたいという方が、減っていることは何とし

ても避けないといけない。 

そうすると、結婚して出産して子育てしながら教員をされる先生方も辞めずに続けて

いただくには、やはり、負担を減らす。先ほど英語とかプログラミングの時も不得意な

ことはやっぱり負担感が大きいということがあったけれども、部活動についても、自分

がやったことがない競技を顧問として教えるっていうのは負担感があると思うのです。

自分がやって好きだったスポーツは全然負担感がないと思うので、そういう意味では地

域の優秀な人材を使って先生自身も学べるというふうにできたらいいなと。そういう意

味では人材の支援と費用の支援というのが必要だなと。 

あとは先生のアンケートでは、登下校の見守りとか放課後の見回りといった面での地

域の支援もやはり求めていらっしゃると思うので、この学校教育活動地域連携推進事業

で地域の自然歴史とか伝統文化とかキャリア教育で地域と連携されているのは素晴ら

しいことなので、これからも学校ごとにいろいろと工夫をこらしていただきたいけれど

も、これは単発の授業なので、やっぱり日々の地域からの支援というのが働き方改革と

いう意味では重要になってくるので、そういった地域協力体制をどうやってつくってい

くか。 

団塊の世代が退職をされて、地域は少ない子どもを多くの高齢者で見守るという環境は

整ってはきていると思うのですけれど、学校に協力してくださる地域の方を探すのが大

変なので、そこの仕組みをどうつくっていくかという点は、社会福祉協議会とか、自治

会などとの顔の見えるつながりをどうつくっていくかは工夫が、教育委員会だけででき

ることではありませんので、広島市の他部門との連携をより進めて、良いモデル例を情

報提供していくのが必要だと思います。 

以上です。 

 

＜松井市長＞ 

 ありがとうございました。 

 伊藤委員、お願いします。 

 

＜伊藤委員＞ 
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まず学校教育活動地域連携推進事業についてですが、地域で子どもを育てて学校とと

もに地域の課題を解決していけるというのは大変有意義だと思います。この事業を推進

するに当たって二つ留意しないといけないことがあると思います。 

一つは、コーディネーターの存在はすごく鍵になると思います。うまくいってるよう

な地域でも、地域のキーパーソンとなるコーディネーターがいらっしゃらなくなると衰

退してしまう例は多々ありますので、その地域のキーパーソンとしてのコーディネータ

ーをいかに育成するのかはすごく大事だと思います。やっぱり、コーディネーターをす

るときのポイントがあるでしょうから、他県においては、コーディネーターを育成する

ための研修会等をやっていらっしゃるところがあるようですので、広島市でもそういっ

たキーパーソンとなるコーディネーターの育成、研修というのを行ってもいいと思って

おります。 

二つ目としては、学校教育に特化して申し訳ないのですが、学校における子どもの学

習方法と、地域が抱える課題が一致するテーマを学校運営協議会で設定できるようにな

れば、学校と地域で解決する仕組みが構築できるのではないかと思います。 

例えば、NHK for schoolのホームページに掲載されている小中学校で実践されてい

る総合的学習時間の授業を見ますと、そのテーマが「商店街を救え」とか、「大震災が

起きたら」、「まちが住みづらくなる」などの地域が抱える課題を子どもたちが地域の人

と一緒に調べて解決策を講じていく実践が見られます。これまでは学校から地域に対し

て一方向的に支援要請を行う実践が多いわけですが、その地域に還元するような取組が

あまりできていなかったと思いますので、学校運営協議会において学校の学習内容と地

域住民の両者が関心のあるテーマを選定していくことで、お互い無理せずに、持続可能

な仕組みづくりができるのではないかと思っております。 

次に、部活動の地域移行についてですが、是非早くに推進していただきたいと思って

います。私の周りにも中学校や高校の教員で休日に試合の引率をされる方が多くいらっ

しゃいます。試合に勝ち進めば、また次の休日も引率していかないといけない。井内委

員もおっしゃっていましたけれども、こういう先生方に、私生活を犠牲にするのではな

く、自分自身が生活を大切にできるように、早くなってほしいと、身近に見て思ってい

ます。 

休日の部活動を地域に移行することに関して、その部活動の種類ですが、先ほどあり

ましたが、技術の向上を目指す部活だけではなくて、スポーツや楽器などを楽しみ仲間

づくりをできる同好会的な部活動もあるといいと思います。今回、資料を見させていた

だいて、いろいろなモデルをこれから推進していかれるわけですが、留意点として、一

つ目は、トラブルがもし生じた場合に、誰が対応するのかということです。熱心な指導

のあまり、いろいろなトラブルの報道を耳にします。万が一トラブルが生じた場合に、

教師が対応になるようになるのであれば、教師にまた負担が生じてしまいます。また、

大きな事故が発生した際の責任の所在についても明確にしておく必要があると思いま

す。 

二つ目は、部活動指導員の中には、生徒の対応に不慣れな方もおられると思いますの

で、その生徒の安全であるとか、生徒の体調への配慮であるとか、生徒への適切な接し

方であるとか、事前研修というのはとても大事だし、しておくべきだと思っております。 
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以上でございます。 

 

＜松井市長＞ 

 ありがとうございます。 

 栗栖委員、お願いいたします。 

 

＜栗栖委員＞ 

学校教育活動地域連携推進事業は、参考資料 1にある早稲田中学校や仁保中学校の例

は非常に良い取組だと思いますし、当然進めていっていただければよいと思います。今

日は働き方改革という観点ということで、恐らく、教員がこれをしようと思えば、逆に

教員の負担が増えるかもしれませんが、定着していけば、働き方改革にもつながると思

いますので、是非広島らしさを出して、積極的に取り組んでいただきたいと思います。 

部活については、これはあくまでも休日のクラブ活動への移行という観点で、現実、

アンケートで教員の負担感が多いということで、国としても文部科学省やスポーツ庁か

ら提言が出ていますし、本市もたたき台が策定されています。私は、進めていく必要が

あると思いますが、一番の課題は指導者の不足だと思います。 

地域とか学校とか、部活動ごとに全て事情は違うと思うのですが、例えば、個別の学

校で、学校運営協議会等と連携して、その地域の中で対応がスムーズにいけば、これは

特に問題がないと思うのですが、恐らく全部活動に対しては、個別の対応だけでは、い

ろいろネックがあり、限界があると思います。そのネックの解消をたたき台の中で具体

的に進めていくことが必要だと思います。 

場合によっては、広島市と教育委員会が、予算面も含めて、関係機関に、働き方改革

の観点や地域振興の観点から、政策的に協力を要請することも取り組みながら、進めて

いく必要があると思います。 

これは実現できるかどうか分からないのですが、4ページのたたき台のところで、四

つの活用モデルが示されております。これは保護者の費用負担の問題もありますし、地

域移行に関して、市全体とかあるいは、地域ごとでもいいのですが、統轄するようなプ

ロジェクトを立ち上げ、具体的に運営できたらいいのではないかと思うのです。 

私のイメージですが、ある部活で、学校ごとの対応が難しいような場合だったら、地

域ごととか、そのエリアごとに、どこかの体育館や学校の運動場に集まって、専門の指

導者が指導する。学校の先生は原則不参加なのですが、参加希望がある先生は出ていた

だいてもいいし、土日のクラブ活動の状況を、学校にフィードバックするような方法が

定着していけば、平日のクラブ活動と休日のクラブ活動の継続性も担保できると思いま

すし、場合によっては、他の中学の生徒との交流など、幅広い充実した部活動につなが

ると思います。地域移行の具体的な対応をどのように進めていくかというのは今から御

検討されるということなのですが、私は、個別ではなくプロジェクトで運営していく方

法ができればいいのではないかと思いました。 

以上でございます。 

 

＜松井市長＞ 
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 ありがとうございました。 

 糸山教育長、お願いいたします。 

 

＜糸山教育長＞ 

部活動はちょっと悩ましいところがあるかもしれませんが、もう一回、一番元に返っ

て、部活動とはそもそも何かということになると、法的義務付けは無いものです。以前

の働き方改革の時に、教員の役割分担みたいなところでも、部活動は確か「教員がやる

必要がない業務」という、今資料を持ってきていないですが、そういう存在であった。

とは言いながら、一方では、人間形成など教育的意義が非常に深いとか、子どもたちの

ニーズも高いし、保護者のニーズも高いし、というようなものでもあり、後は、これを

将来的には誰が担うのだろうかという大きな話があるのだろうと思います。 

ただ、当面の対策とすれば、今回実はアンケートの中でもあったのですが、教員の勤

務時間が決まっている中で、部活動は、法的義務ではないが事実上割り当てられて、勤

務時間外の休みも働かざるを得ない仕組みになっているところに違和感があるという

御意見がありました。これも仕組みから考えればまっとうな意見ではないかなと思いま

す。そういう中で、部活動のニーズに応えながら休日の教員の負担をなくしていこうと

いう折衷案的なもので、ここ３年間は何とかしようということですので、そういう方向

での動かしをしたいと思い、モデルを幾つか挙げております。 

これを実施するにしても、伊藤先生が仰ったような、いろいろな課題がありますので、

そこはいろいろな所と協議しながら、解決していかなければなりませんが、次の、全校

展開を考えると、やはり主体は地域の人材であったり地域団体であったりということに

ならざるを得ない。先ほど市長に、スポーツ王国をつくるのだということを仰っていた

だいたので、地元、地域の受け皿としての体制づくり、体制強化というのを、関係部局

ともしっかり連携しながら進めていく必要があると考えました。 

もう一つの学校教育活動地域連携推進事業は、教育面、子どもたちの郷土愛であると

か、生き方、働き方を考える機会であるとか、あるいは地域の活動の活性化という、地

域と子ども双方にメリットがあるとしていますが、休日の部活動のように先生が関わら

ずに指導できる形になれば、全部とは言わずとも、基本的には地域の人にお任せして一

定時間できるということになれば、これは、教育面、地域活性化の面、更には働き方改

革の面にもメリットがある一石三鳥の事業になり得るものという理解をしています。栗

栖委員が仰ったように、今年は全校展開を始めたばかりで、どう進めようかとむしろ手

間が掛かっているのですが、これも軌道に乗ってくれば一石三鳥の事業として展開が可

能になると考えており、今後さらに拡充したいと思っています。 

 

＜松井市長＞ 

ありがとうございました。 

私自身が現段階での整理なのですが、休日における部活動の地域移行ですから、平日

における部活動は捉えてないのです。休日ということになると学校は原則授業をしてい

ない時間帯ですから、捉え方として、教員の学校での労働時間外の働き方についてはま

ず切り離して、地域主体でできるかどうか試そうということで３年かけてやっていく、
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こういう理解です。 

そういうことを行うに当たって、予算の措置がどうなるかですが、今の学校教育制度

は、学校という施設内において教員が制度が示す勉強道具を使って教育をする、そうい

うミッションの外にある活動に対して、禁止はしていないが、そこまで文科省として予

算措置は多分できない。そういった中で教員に負担が掛かっているのであれば、これを

切り離して制度の中で別の部署で、となっています。 

そこで私は、地域活性化ということで、市長部局から、コミュニティ活性化の課題と

して捉えて、こちらが代わりに担当していくということをやりたいと思っています。そ

の中でコーディネーターが必要であるとか、地域からの提案でこういうことをやってく

れといったときには提案者の方から必要な予算措置をしてやっていくと。文科省系統で

予算の要求を行うのではなくて、市の中で地域に関係している総務省とやることを考え

ています。 

そうしたときに、休日でそういう活動ができた後、なお平日の部活動が学校内に残る

とすると、平日に指導する教員と休日に指導する教員との差が当然出てきます。これを

どうしていくか考えると、平日も外部の人が指導する方法があってもいいかもしれない

し、教員の中で、「私はもともと体育系で部活指導をやりたい」という人がいれば、休

日は外部の人に任せるが、平日は部活の指導をやり続ける、あるいは、教員の中で休日

についても校長先生の配慮をいろいろなかたちでしてもらい、自分の生活バランスや授

業進行などに差支えなければ、引き続き、教員の肩書ではなく、地域住民として部活動

を支えるという方も出てよいということで、一律にではなくてもできるようになるので

はないか、すべきではないかと思っています。 

この３年間で、休日についての取組と地域における取組がうまく収まるようにまずや

ってみる。それに必要となる予算措置等について、市としてどこまでできるか、その中

で保護者の費用負担をどうするかという課題が出てくると思います。文科省の中だけで

この負担問題については処理しきらないはずで、皆さんどうなるかと心配されているの

ですが、当然でありまして、全く新しい試み、今までの学校教育のミッションの中に入

っていないが、学校でやっている部活動の取扱いを基礎自治体としてしっかり捉えてく

れというミッションだと思っていますので、今言われたような問題意識も念頭に入れな

がら３年間の中で、先ほど申し上げたスポーツ王国ひろしま、あるいは、コミュニティ

活性化ということで地域の町内会、自治会、社協などの方々と、あるいはそれを支援し

ている方々と地域の子どもたちの結び付けをどういうかたちでやるか、とりわけ義務教

育課程ですから。高校などになれば、私学の中では、部活動を学校の売りとして教育の

本流でやるという、結び付けるための準備行為にもなるのですね。特色ある学校づくり

ができるということにつながるので、地域づくりや本市における系統的なスポーツ教育

ということにもうまく整理すれば貢献できるのではないかと受け止めています。いただ

いた意見をうまく取り込みながら、具体的な実施計画を練り上げていきたいと思ってい

ます。 

時間が過ぎましたが、ありがとうございました。非常に参考になる御意見をいただき

ましたので、問題意識をしっかり関係部局で消化しながらよりよい学校教育体制を構築

していきたいと考えています。引き続きよろしくお願いいたします。ありがとうござい
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ました。 

 

＜政策企画課長＞ 

 それでは、これをもちまして本日の会議を閉会いたします。 

 皆様、ありがとうございました。 


